制限付一般競争入札参加申請書（単体企業）
令和　　年　　月　　日　
（宛先）高槻市長　
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	
	㊞


令和７年９月１９日付け高槻市公告第　　　　号で公告のあった「リサイクルごみ収集・選別・売払業務」の競争入札に参加いたしたく、下記のとおり必要書類を添えて申し出します。
なお、書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
記

１　提出書類

（1）制限付一般競争入札参加申請書（本紙）

（2）入札参加資格審査添付書類

（3）暴力団排除に関する誓約書
（4）委任状兼使用印鑑届
（5）本業務での使用予定車両の車検証の写し

（6）リサイクルごみの選別業務の受託実績があることを確認できる契約書等の写し
（7）一般廃棄物収集運搬業許可又は一般廃棄物処理処分業許可の写し
（8）令和７年度入札参加資格者名簿に登録のない事業者のみの提出書類
　　 ※詳細は高槻市ホームページの「必要書類一覧」を確認すること。

２　連絡先
	（1）商号又は名称
	

	（2）所在地
	

	（3）電話番号
	

	（4）担当者名
	


３　資格要件等　（各項目の右欄の□にチェックを入れてください）
	①地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと
	□該当しません

	②高槻市暴力団排除条例に基づき、公共工事等その他の事務事業により暴力団を利用することとならないように暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約から排除していること。
	□排除しています

	③自ら委託業務を実施する者であること。ただし、事業協同組合の構成員である者又は共同企業体（以下、「ＪＶ」という。）の構成員である者を含む
	□自ら実施します

	③高槻市指名停止基準に基づく指名停止期間中でないこと
	□指名停止期間中ではありません

	④原則として、本業務の実施に係る車両及び選別施設を自ら所有若しくは占有していること。ただし、ＪＶの場合はＪＶの代表者及び構成員が所有若しくは占有していること。
	□所有若しくは占有しています

	⑤一般廃棄物収集運搬業許可又は一般廃棄物処分業の許可を受けていること。
	□許可を受けています

	⑥本業務のリサイクルごみ予定量を日々収集運搬及び選別処理できる能力を有し、再商品化事業者へ引き渡すまで保管できる場所を有していること。ただし、ＪＶの場合はＪＶの代表者及び構成員の能力・保管場所を合算して有していること。
	□処理能力及び保管場所を有しています

	⑦令和３年度以降に地方公共団体等（一部事務組合を含む）が発注したリサイクルごみの選別業務で、元請けとしての受託実績があること。ただし、ＪＶの場合はＪＶの代表者に元請けとしての受託実績があること。
	□受託実績があります


入札参加資格審査添付書類
１　本業務を行う車両
	
	車体の形状
	最大積載量（kg）
	車両番号

	
	（例）塵芥車（回転式）
	3,000   kg
	大阪800　あ 12-34

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	

	5
	
	
	

	6
	
	
	

	7
	
	
	

	8
	
	
	


	9
	
	
	

	10
	
	
	


注1)　車検証の写しを添付してください。
２　本業務に従事する従業員（アルバイト等を含む。）
	収集運搬作業員
	　　　選別作業員

	
	

	名
	名


３　本業務を行う選別施設

	施　　設　　名　(※2)
	施　設　の　所　在　地
	処理能力（t/日）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注2)　特定の施設名が無い場合は、事業所名を記入してください。
４　選別業務実施状況
	自治体等の名称
	選別品目名
	　　　年度

	
	
	１日当り処理量 　　　(t/日) 

	
	
	　　

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注3）　地方公共団体等（一部事務組合を含む）との契約実績に限ります。
選別業務の実施状況が確認できる契約書等の写しを添付してください。
一般用（下請含む）・承認申請無
暴力団排除に関する誓約書
高槻市暴力団排除条例（以下「条例」という。）に基づき、公共工事等その他の事務事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約から排除していることを承知したうえで、下記事項について誓約します。

記

誓約・同意事項を確認し、「はい」「いいえ」のどちらかを〇で囲んでください。
	１
	自社（私）及びその役員等は、条例第２条に掲げる暴力団員又は暴力団密接関係者のいずれにも該当しません。
	はい・いいえ

	２
	本誓約書１の該当の有無を確認するため、高槻市から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。
	はい・いいえ

	３
	本誓約書及び役員名簿等が、高槻市から大阪府警察本部又は高槻警察署に提供されることに同意します。
	はい・いいえ

	４
	高槻市が大阪府警察本部又は高槻警察署から通報を受け、又は高槻市の調査により本誓約書１に該当する事業者であると判明した場合は、高槻市が条例に基づき行う措置に従い、高槻市契約からの暴力団排除に関する措置要綱に基づき、高槻市ホームページ等において、その旨を公表することに同意します。
	はい・いいえ

	５
	条例第７条に規定する下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等（契約金額５００万円未満の相手方及び入札参加資格の承認を受けている事業者を除く。）から誓約書を徴し、当該誓約書を高槻市に提出します。
	はい・いいえ

	６
	使用する下請負人等が、本誓約書１に該当する事業者であると高槻市が大阪府警察本部又は高槻警察署から通報を受け、又は高槻市の調査により判明し、高槻市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。
	はい・いいえ


（宛先）高槻市長
令和　　年　　月　　日
所　 在 　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　 　　　　 　　　　　　　　　　　　　
代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（参考）
高槻市暴力団排除条例（抜粋）

	（公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除に関する措置）

第８条　市長は、前条の趣旨を踏まえ、次に掲げる措置を講ずるものとする。

（１）暴力団員等に該当すると認められる者に対し、公共工事等及び売払い等に係る入札に参加するために必要な資格を与えないこと。

（２）入札の参加の資格を有する者（以下「入札参加資格者」という。）が暴力団員等に該当すると認められた場合にあっては、当該入札参加資格者を公共工事等及び売払い等に係る入札に参加させないこと。

（３）入札参加資格者が暴力団員等に該当すると認められた場合にあっては、必要に応じ、その旨を公表すること。

（４）公共工事等及び売払い等に係る入札の参加の資格の登録を正当な理由がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り下げた日から１年を経過しない者であって、暴力団員等に該当すると認められるものに対する前号に掲げる措置に準ずる措置

（５）暴力団員等に該当すると認められる者を契約相手方としないこと。

（６）契約相手方が暴力団員等に該当すると認められた場合にあっては、当該契約相手方との公共工事等及び売払い等に係る契約を解除すること。

（７）公共工事等について下請負人等が暴力団員等に該当すると認められた場合にあっては、その契約相手方に対して、当該下請負人等との契約の解除を求め、当該契約相手方が当該下請負人等との契約の解除の求めを拒否したときは、当該契約相手方との公共工事等に係る契約を解除すること。

（８）前各号に掲げるもののほか、公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除を図るために必要な措置。

２　市長は、前項各号（第３号及び第４号を除く。）に掲げる措置を講ずるために必要があると認めるときは、契約相手方及び下請負人等に対し、これらの者が暴力団員等でない旨の誓約書の提出及び必要な事項の報告等を求めることができる。

３　市長は、前項の誓約書を提出した者が暴力団員等に該当すると認めるときは、その旨を公表することができる。


大阪府暴力団排除条例施行規則（抜粋）

	（暴力団密接関係者）

第３条　条例第２条第４号の公安委員会規則で定める者は、次のいずれかに該当する者とする。

（１）自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者

（２）暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対し、金品その他の財産上の利益又は役務の供与（次号において「利益の供与」という。）をした者

（３）前号に定めるもののほか、暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなる相当の対償のない利益の供与をした者

（４）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者

（５）事業者で、次に掲げる者（アに掲げる者については、当該事業者が法人である場合に限る。）のうちに暴力団員又は第１号から前号までのいずれかに該当する者のあるもの

ア　事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該事業者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）

イ　支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所その他の組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者

ウ　営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、それらと同等以上の職にあるものであって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為をする権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者

エ　事実上事業者の経営に参加していると認められる者

（６）前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、条例第２条第５号に規定する公共工事等に係る下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者


